
淡路市釜口字国賀７４６番

戸建住宅地

農家住宅で占める農
村集落地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 50 50 80 戸建住宅地

-

(都)(60,200)
土砂災害警戒区域

淡路市の人口は減少傾向で、高齢化率も県平均より高い割合であ
る。これらの影響も受け不動産需要は弱く、地価も下落が続いて
いる。

古くからの農村集落地域であり、取引も少なく、格別な地域要因
の変動も無い。

個別的要因に変動はない。

農家住宅を中心とする農村集落地域であり、賃貸マンション等の収益物件は無く、自用目的での取引が中心であるため収益
還元法は非適用とした。一方、比準価格は、類似地域における多数の信頼性のある取引事例より求めたものであり、市場の
実態を反映した価格が求められた。よって、比準価格を中心に、標準地を規準とした価格との検討を踏まえ、鑑定評価額を
上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ１

当該地域は農家住宅を中心とする農村集落地域であり、当分の間は現状を維持するものと予測する。地価水準は当面下落傾
向が続くものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 13,400円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

13,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

淡路 8

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-1.0

+47.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

淡路交通野田バス停
北西方 400m

淡路交通野田バス停
400m

(8)

東2m市道

(都)
(60,200)

（その他）　　　　
土砂災害警戒区域

特にない ２ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

459

( )

⑨法令上の規制等

1.5:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

25.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 500  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

13,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

19,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-3.0 ％ ％

145.5 ］

99.5［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

鑑定評価書（令和 元 令和 元年 7月 8日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 31年 1月]

令和 元年 6月 17日 正常価格

令和 元年 7月 3日令和 元年 7月 1日

5,970,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 13,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、淡路島のうち、淡路市を中心とする住宅地域である。旧来からの農家住宅が多い農村集落地域であり、需要
者は地縁的選好性を有する個人が殆どである。農家住宅を主とする地域であり需要・供給ともに限定され、不動産取引は少
なく、需要の中心となる価格帯は見出しにくい状況にある。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

淡路（県） 1－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

淡路（県） －

基準地番号 提出先

1 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社協同鑑定所

大家通孝



淡路市佐野字橘２０１８番１

戸建住宅地

中小規模一般住宅等
が建ち並ぶ古くから
の住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 50 50 50 戸建住宅地

-

(都)(70,200)
土砂災害警戒区域

景気は緩やかに回復しているが、淡路市では、人口の減少傾向、
高齢化の進行等から、住宅地域の地価は下落傾向が続いている。

地域要因に特別な変動はない。

個別的要因に変動はない。

対象基準地は古くからの住宅地域内に存し、自己使用目的の取引が支配的で、殆ど賃貸市場が形成されていないため、収益
還元法の適用は断念した。したがって規範性の高い取引事例から求められた比準価格を採用し、地価公示標準地との検討を
踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

中小規模一般住宅等が建ち並ぶ古くからの住宅地域であり、当面は現状維持で推移するものと予測する。地価水準は下落傾
向で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 33,600円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

32,400

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

淡路 4

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

-2.0

-28.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

淡路交通佐野局前バス
停
南西 130m

淡路交通佐野局前バス停
130m

(8)

南東7.5m市道

(都)
(70,200)

（その他）　　　　
土砂災害警戒区域

特にない ７．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

144

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 12.0  ｍ、　規模 140  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

32,300 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

22,800 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-3.9 ％ ％

69.9 ］

99.3［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 元 令和 元年 7月 8日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 31年 1月]

令和 元年 7月 1日 正常価格

令和 元年 7月 3日令和 元年 7月 1日

4,650,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 32,300 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は概ね淡路市及び洲本市の圏域に存する住宅地域である。需要者の中心は淡路市及び洲本市の地縁的選好性を有
する個人が多い。中小規模一般住宅等が建ち並ぶ古くからの住宅地域であり、人口減少傾向、高い高齢化率等により、需要
は低迷している。市場での需要の中心となる価格帯は土地は４００～６００万円程度、新築の戸建物件は２０００～２５０
０万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

淡路（県） 2－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

淡路（県） －

基準地番号 提出先

2 兵庫県

所属分科会名

兵庫第4分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社　池田不動産鑑定所

池田富美夫



淡路市尾崎字宮ノ西１６７０番１

戸建住宅地

古くからの住宅、店
舗、民宿等の混在す
る地域

8

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 50 30 15 戸建住宅地

-

都計外

人口の減少、高齢化等の影響により、淡路島の地域経済は全般的
に低迷している。淡路市の住宅地需要は依然として弱含みである。

住宅、店舗、民宿等が混在する地域であり、地域要因に変動はな
いが、地域経済の低迷の影響等で、地価は下落傾向が続いている。

個別的要因に変動はない。

古くからの住宅、店舗、民宿等の混在する地域であるが、賃貸物件がほとんど見受けられず、貸家需要が想定出来ない地域
であるため収益価格は試算しなかった。取引は自己使用目的が中心で収益物件所有を目的とした取引はほとんど見受けられ
ず、市場参加者は取引価格を指標に価格決定するのが一般的と思料される。よって、比準価格をもって鑑定評価額を上記の
通り決定した。なお、標準地及び指定基準地から検討した価格とも均衡を得ていると判断した。

［

［

住宅
Ｗ１

古くからの住宅、店舗、民宿等の混在する地域として熟成しており、当面は現状維持で推移するものと予測する。なお、地
価は下落傾向で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 22,100円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

21,300

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

淡路 6

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-4.0

0.0

+5.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

淡路交通尾崎バス停
西方 120m

淡路交通尾崎バス停
120m

(8)

南西7m市道

都計外

（その他）　　　　

特にない ７ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

112

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

9.0  ｍ、　奥行　約 12.0  ｍ、　規模 110  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

21,300 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

21,900 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-3.6％ ％

100.8 ］

98.2［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 元 令和 元年 7月 8日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

21,200

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

淡路（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

0.0

-2.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

21,700 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

99.0 ］

96.8［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 31年 1月]

令和 元年 6月 28日 正常価格

令和 元年 7月 3日令和 元年 7月 1日

2,390,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 21,300 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.2

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は概ね淡路市の圏域に存する住宅地域である。需要の中心は圏内の居住者が大半を占め、圏外からの転入はほと
んどない。古くからの住宅、店舗、民宿等の混在する地域であり、需要者は地縁的選好性を有する個人等が散見される程度
で、地域経済の低迷が続いているため需要は依然として弱い。なお、中心となる価格帯については、取引が少なく、又、画
地規模等の個別性が強いため判定出来なかった。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

淡路（県） 3－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

淡路（県） －

基準地番号 提出先

3 兵庫県

所属分科会名

兵庫第4分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社　谷澤総合鑑定所　神戸支社

入田裕和



淡路市木曽上字中村１３番１

農家住宅地

農家住宅が多い周辺
に農地が見られる住
宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 170 30 100 農家住宅地

-

都計外

景気は緩やかに回復しているが、淡路市では、人口の減少傾向、
高齢化の進行等から、住宅地域の地価は下落傾向が続いている。

地域要因に特別な変動はない。

個別的要因に変動はない。

対象基準地は県道沿いに農家住宅が多い住宅地域内に存し、自己使用目的の取引が支配的で賃貸市場が形成されていないた
め、収益還元法の適用は断念した。したがって規範性の高い取引事例から求められた比準価格を採用し、地価公示標準地と
の検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ１

農家住宅が多い周辺に農地が見られる住宅地域であり、当面は現状で推移するものと予測する。地価水準は下落傾向で推移
するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 13,800円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

13,200

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

淡路 5

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.0

0.0

+20.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

本四海峡バス八軒家バ
ス停
東 130m

本四海峡バス八軒家バス
停
130m

(8)

南東7m県道､北東側
道

都計外

（その他）　　　　

特にない ７ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

283

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

17.0  ｍ、　奥行　約 17.0  ｍ、　規模 290  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

13,200 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

15,800 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-4.3 ％ ％

117.6 ］

97.9［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 元 令和 元年 7月 8日　提出

宅地-1

0.0角地

　補正

ほぼ正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 31年 1月]

令和 元年 7月 1日 正常価格

令和 元年 7月 3日令和 元年 7月 1日

3,740,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 13,200 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は概ね淡路島全域の農家住宅が多い住宅地域である。需要の中心は淡路島の居住者が多く、圏外からの転入は少
ない。県道沿いに農家住宅が多い住宅地域であり、需要者は地縁的選好性を有する個人等に限定され、人口の減少、高齢化
等により需要は低迷している。土地取引が少ない事に加え、取引される画地規模や価格帯はまちまちであり、需要の中心と
なる価格帯は見い出せない状況である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

淡路（県） 4－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

淡路（県） －

基準地番号 提出先

4 兵庫県

所属分科会名

兵庫第4分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社　池田不動産鑑定所

池田富美夫



淡路市志筑字五反田２８３４番１０

戸建住宅地

中規模一般住宅が建
ち並ぶ住宅地域

2

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北15 20 40 25 戸建住宅地

-

（都）(70,200)

淡路市の人口は減少傾向にあり、高齢化率は高い。淡路島では地
域経済の低迷が続いており、住宅地需要は依然として弱含みであ
る。

一般住宅が建ち並ぶ古くからの住宅地域であるが、地域経済の低
迷の影響等で地価は依然として下落傾向にある。

個別的要因に変動はない。

一般住宅が建ち並ぶ居住の快適性を重視する住宅地域であり、経済的に賃貸事業が成り立つ地域ではないため、収益価格は
試算しなかった。取引は自己使用目的が中心で収益物件所有を目的とした取引はほとんど見受けられず、市場参加者は実際
の取引価格を指標に価格決定するのが一般的と思料される。従って、地価公示標準地及び指定基準地との検討を踏まえ、市
場性を反映した比準価格をもって鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ１

一般住宅が建ち並ぶ既成住宅地域として熟成しており、当面は現状維持のまま推移するものと予測される。なお、地価は引
続き下落傾向で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 45,200 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

43,900

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

淡路 2

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+3.0

0.0

-1.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

淡路交通殿下バス停
北 60m

淡路交通殿下バス停
60m

(8)

西3.5m市道

（都）
(70,200)

（その他）　　　　

特にない ３．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

189

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 180  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

43,800 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

45,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-3.1 ％ ％

102.0 ］

98.4［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 元 令和 元年 7月 8日　提出

宅地-1

ない

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

43,800

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

淡路（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+7.0

0.0

-31.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

33,600 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

73.8 ］

96.1［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 31年 1月]

令和 元年 6月 25日 正常価格

令和 元年 7月 4日令和 元年 7月 1日

8,280,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 43,800 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

35,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は淡路市及び洲本市の圏域に存する住宅地域である。需要者は圏域内の居住者が大半を占め、圏外からの転入は
殆ど認められない。旧来からの既成住宅地域であるが、需要者は地縁的選好性を有する個人が大半を占める。島外への人口
流出や地域経済の低迷等により住宅地需要は依然として弱含みである。土地は画地規模にもよるが、基準地と同程度の規模
で総額８００～９００万円程度が需要の中心である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

淡路（県） 5－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

淡路（県） －

基準地番号 提出先

5 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

津村不動産鑑定所

津村　増男



淡路市岩屋字久保中５１４番１

戸建住宅地

小学校に近い高台の
既成住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 50 60 50 戸建住宅地

-

（都）(70,390)

淡路市は人口の減少、少子高齢化、地域経済の低迷等により、不
動産需要は依然として弱く、地価の下落基調が継続している。

やや高台の住宅地域で、地域要因に変動はない。島外からの需要
は見込めず、依然として需要は弱く、地価の下落傾向が継続して
いる。

個別的要因に変動はない。

周辺地域を含めアパート等の収益物件は皆無に等しく、自用目的での取引が中心であり、経済的に賃貸事業が成り立つ地域
ではないため、収益価格は試算しなかった。当該地域は快適性を重視する住宅地域であることから、取引価格の水準を指標
として価格が決定されることが一般的であると認められる。従って、標準地との検討を踏まえ、比準価格を採用して、鑑定
評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域は戸建住宅が多く見られる古くからの高台の住宅地域として熟成しており、今後も現状を維持しつつ推移するもの
と予測する。地価は依然弱含み傾向であると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 47,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

46,200

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

淡路 2

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-3.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

本四海峡茶間川バス停
南東 230m

本四海峡茶間川バス停
230m

(8)

東6.5m市道

（都）
(70,400)

（その他）　　　　
(70,390)

特にない ６．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

224

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

13.5  ｍ、　奥行　約 16.5  ｍ、　規模 225  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

46,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

45,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-3.2％ ％

97.0 ］

98.4［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 元 令和 元年 7月 8日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 31年 1月]

令和 元年 6月 13日 正常価格

令和 元年 7月 5日令和 元年 7月 1日

10,300,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 46,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

37,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、淡路島のうち、淡路市を中心とする住宅地域である。需要者の中心は同一需給圏のうち地縁的選好性を有す
る地元居住者及びその地縁者が中心となっている。眺望の優れる新規分譲地であれば島外からの需要も見込めるが、既成の
住宅地域では人口減少、高齢化の進行等により需要は弱く、地価は下落傾向が続いている。取引自体が少ないうえ、取引規
模、取引価格等はまちまちであり、需要の中心となる価格帯は見い出せない状況にある。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

淡路（県） 6－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

淡路（県） －

基準地番号 提出先

6 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

桑名事務所

桑名　玉樹



淡路市大磯１７番１８

戸建住宅地

一般住宅が建ち並ぶ
区画整然とした住宅
地域

2

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 30 60 50 戸建住宅地

-

(都)(60,200)

淡路市では人口の減少、高齢化が進み、地域経済に回復の傾向は
見られない。

地域要因に特別な変動はない。

個別的要因に変動はない。

戸建住宅用に開発された住宅地で希にハイツ等も見られるが、画地規模等から賃貸経営上合理的な賃貸建物の想定が困難な
ため、収益価格は試算しなかった。快適性を重視する住宅地域であることから、自用目的での取引が中心で、取引価格の水
準を指標に価格が決定されることが一般的と認められるので、比準価格を採用して鑑定評価額を上記の通り決定した。なお、
標準地から規準を、指定基準地から検討を行ったが均衡している。

［

［

住宅
ＬＳ２

当該地域は一般住宅が建ち並ぶ区画整然とした住宅地域で開発後相当の期間を経過しており、今後も現状維持のまま推移し
ていくものと予測する。地価は概ね横ばいで推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 33,700円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

33,600

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

淡路 7

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.0

0.0

-5.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

淡路交通大磯保養所前
バス停
南西 360m

淡路交通大磯保養所前バ
ス停
360m

(8)

南東6.5m市道

(都)
(60,200)

（その他）　　　　

特にない ６．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

145

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 12.0  ｍ、　規模 140  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

33,700 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

31,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

93.1 ］

99.4［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 元 令和 元年 7月 8日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ整形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

33,600

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

淡路（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

0.0

-5.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

33,600 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

96.0 ］

96.1［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 31年 1月]

令和 元年 6月 3日 正常価格

令和 元年 7月 4日令和 元年 7月 1日

4,890,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 33,700 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、淡路市を中心とする住宅地域である。需要者は同一市内の居住者が大半を占め、島外及び市外からの転入者
は少ない。島内の産業の低迷、人口の高齢化及び人口減により島内の需要は弱含みであるが、当該地域は淡路市の中でも整
然とした良好な住宅地であり堅調な需要は認められる。土地は総額５００～７００万円程度が取引の中心である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

淡路（県） 7－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

淡路（県） －

基準地番号 提出先

7 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

尾崎不動産鑑定

尾﨑　潤



淡路市多賀字大田井８２番３外

戸建住宅地

近隣に農地の多い一
般住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北90 30 30 100 戸建住宅地

-

都計外

淡路市の人口は減少傾向で、高齢化率も県平均より高い割合であ
る。これらの影響も受け不動産需要は弱く、地価も下落が続いて
いる。

伊弉諾神社に近い街路条件の比較的良好な地域であるが、取引も
少なく、格別な地域要因の変動も無い。

個別的要因に変動はない。

農地も多く見られる住宅地域で、周辺も含めてアパート等の賃貸物件は見られず、賃貸市場が形成されていないため収益価
格は試算しない。一方、比準価格は、類似地域における多数の信頼性のある取引事例より求めたものであり、市場の実態を
反映した価格が求められた。よって、比準価格を中心に、標準地を規準とした価格との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の
とおり決定した。

［

［

住宅
Ｓ２

県道背後の戸建住宅地域であり特に変動要因は見当たらず、当分の間現状を維持するものと予測する。地価は依然として下
落傾向で推移するものと思料する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 21,700円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

20,900

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

淡路 6

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-5.0

0.0

+9.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

淡路交通伊弉諾神宮前
バス停
東方 100m

淡路交通伊弉諾神宮前バ
ス停
100m

(8)

南東8m市道

都計外

（その他）　　　　

特にない ８ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

395

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

18.0  ｍ、　奥行　約 22.0  ｍ、　規模 400  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

21,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

21,900 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-3.2 ％ ％

103.6 ］

98.7［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

鑑定評価書（令和 元 令和 元年 7月 8日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 31年 1月]

令和 元年 6月 17日 正常価格

令和 元年 7月 3日令和 元年 7月 1日

8,300,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 21,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、淡路島内の淡路市を中心とした住宅地域である。需要者の中心は島内居住者のうち、旧一宮町に地縁性を持
つ者が中心であり、同一需給圏外からの転入者は少ない。地域経済の低迷、人口の減少及び高齢化等により需要は弱い状態
が続いている。取引件数が少ない上、取引される画地規模等も様々であるため、需要の中心となる価格帯は見いだせない状
況にある。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

淡路（県） 8－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

淡路（県） －

基準地番号 提出先

8 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社協同鑑定所

大家通孝



淡路市岩屋字鵜崎２９１０番９８

低層住宅地

南向き高台に開発さ
れた住宅団地

2

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 50 50 50 低層住宅地

-

（都）(70,200)

淡路市は人口の減少、少子高齢化、地域経済の低迷等により、不
動産需要は依然として弱く、地価の下落基調が継続している。

地域要因に格別な変動はない。上記のとおり造成の質等から選好
度が劣り、空地も多い状況等から地価は下落傾向で推移している。

個別的要因に変動はない。

周辺にアパートも介在するので共同住宅を想定したが、当該地域は自己使用目的での取引が中心で土地価格に見合う賃料水
準が形成されていないことから収益価格は低位に試算された。また投資目的での取引も殆ど見られず、居住の快適性が重視
される住宅地域であり、収益価格は比準価格に比し相対的に信頼性に劣る。従って、収益価格は参酌する程度に留め、標準
地及び指定基準地との検討を踏まえ、比準価格を採用し、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
ＲＣ２

空地も介在するが急速な熟成は見込めず当面現状を維持し推移すると予測する。開発後相当期間経過した団地で造成の質が
やや劣ること等から市場での選好度は低下しており、地価は下落傾向が継続するものと思料される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 30,600円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

29,700

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

淡路 1

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-3.0

+1.0

+24.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

淡路交通鵜崎バス停
西 600m

淡路交通鵜崎バス停
600m

(8)

南6m市道

（都）
(70,200)

（その他）　　　　

特にない ６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

201

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

29,600 円／㎡

15,100 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

36,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-3.3％ ％

121.5 ］

98.7［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 元 令和 元年 7月 8日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

29,600

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

淡路（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

+1.0

+7.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

33,600 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

109.2 ］

96.1［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 31年 1月]

令和 元年 6月 13日 正常価格

令和 元年 7月 5日令和 元年 7月 1日

5,950,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 29,600 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は概ね市内の戸建住宅を主とする住宅地域で、需要者の中心はほぼ地元居住者である。圏域内では進出企業の撤
退・地場産業の衰退等の影響から雇用機会は低下傾向にあり典型的な一次取得者層は限られる。高台の立地で一部島外需要
も認められるが、団地内東部での市の分譲価格等をみれば別荘地の一般的水準からはやや割高である。当該情勢から買手優
位な売急ぎ取引も生じやすく、低額な事例も見られ需要の中心となる価格帯は見いだせない状況にある。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

淡路（県） 9－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

淡路（県） －

基準地番号 提出先

9 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

桑名事務所

桑名　玉樹



淡路市室津字濱２３５７番

戸建住宅地

中規模一般住宅等が
建ち並ぶ港に近い住
宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北20 50 30 60 戸建住宅地

-

(都)(70,200)

人口の減少、高齢化等の影響により、淡路島の地域経済は全般的
に低迷している。淡路市の住宅地需要は依然として弱含みである。

一般住宅等が建ち並ぶ港に近い住宅地域であり、地域要因に変動
はないが、地域経済の低迷の影響等で、地価は下落傾向が続いて
いる。

個別的要因に変動はない。

中規模一般住宅等が建ち並ぶ港に近い住宅地域であり、近隣地域に賃貸住宅が存在せず、貸家需要が想定出来ない地域であ
るため収益価格は試算しなかった。取引は自己使用目的が中心で収益物件所有を目的とした取引はほとんど見受けられず、
市場参加者は取引価格を指標に価格決定するのが一般的と思料される。よって、比準価格をもって鑑定評価額を上記の通り
決定した。なお、代表標準地から検討した価格とも均衡を得ていると判断した。

［

［

住宅
ＲＣ２

中規模一般住宅等が建ち並ぶ港に近い住宅地域として熟成しており、当面は現状維持で推移するものと予測する。なお、地
価は下落傾向で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 28,100円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

27,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

淡路 7

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

0.0

+15.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

淡路交通室津西バス停
東方 130m

淡路交通室津西バス停
130m

(8)

南東4m市道

(都)
(70,200)

（その他）　　　　

特にない ４ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

284

( )

⑨法令上の規制等

1:3.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

9.0  ｍ、　奥行　約 33.0  ｍ、　規模 300  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

27,100 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

31,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-3.6％ ％

116.2 ］

99.7［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 元 令和 元年 7月 8日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 31年 1月]

令和 元年 6月 28日 正常価格

令和 元年 7月 3日令和 元年 7月 1日

7,700,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 27,100 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は概ね淡路市の圏域に存する住宅地域である。需要の中心は圏内の居住者が大半を占め、圏外からの転入はほと
んどない。中規模一般住宅等が建ち並ぶ港に近い住宅地域であり、需要者は地縁的選好性を有する個人等が散見される程度
で、地域経済の低迷が続いているため需要は依然として弱い。なお、中心となる価格帯については、取引が少なく、又、画
地規模等の個別性が強いため判定出来なかった。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

淡路（県） 10－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

淡路（県） －

基準地番号 提出先

10 兵庫県

所属分科会名

兵庫第4分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社　谷澤総合鑑定所　神戸支社

入田裕和



淡路市育波字瀧ケ谷２１７３番１１

戸建住宅地

中規模一般住宅が建
ち並ぶ区画整然とし
た住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 50 90 20 戸建住宅地

-

(都)(70,200)

景気は緩やかに回復しているが、淡路市では、人口の減少傾向、
高齢化の進行等から、住宅地域の地価は下落傾向が続いている。

地域要因に特別な変動はない。

個別的要因に変動はない。

対象基準地は住宅地域内に存し、自己使用目的の取引が支配的で賃貸市場が形成されていないため、収益還元法の適用は断
念した。したがって規範性の高い取引事例から求められた比準価格を採用し、地価公示標準地との検討を踏まえ、鑑定評価
額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

周辺に農地が見られる住宅地域であり、当面は現状で推移するものと予測する。地価水準は下落傾向で推移するものと予測
する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 32,100円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

30,700

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

淡路 6

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.0

+1.0

-29.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

淡路交通北淡インター
チェンジバス停
南西 550m

淡路交通北淡インターチ
ェンジバス停
550m

(8)

南東5m市道

(都)
(70,200)

（その他）　　　　

特にない ５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

160

( )

⑨法令上の規制等

1.2:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

13.0  ｍ、　奥行　約 12.0  ｍ、　規模 160  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

30,800 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

21,900 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-4.0 ％ ％

70.3 ］

98.7［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 元 令和 元年 7月 8日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 31年 1月]

令和 元年 7月 1日 正常価格

令和 元年 7月 3日令和 元年 7月 1日

4,930,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 30,800 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は概ね淡路市を中心とした住宅地域である。需要の中心は淡路島の居住者が多く、圏外からの転入は少ない。中
規模一般住宅が建ち並ぶ区画整然とした住宅地域であり、人口の減少、高齢化等により需要は低迷している。市場での需要
の中心となる価格帯は土地は４００～６００万円程度、新築の戸建物件は２０００～２５００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

淡路（県） 11－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

淡路（県） －

基準地番号 提出先

11 兵庫県

所属分科会名

兵庫第4分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社　池田不動産鑑定所

池田富美夫



淡路市江井字居屋敷３２３６番５

戸建住宅地

住宅、店舗等の混在
する地域

8

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 60 20 0 戸建住宅地

-

都計外

人口の減少、高齢化等の影響により、淡路島の地域経済は全般的
に低迷している。淡路市の住宅地需要は依然として弱含みである。

住宅、店舗等が混在する地域であり、地域要因に変動はないが、
地域経済の低迷の影響等で、地価は下落傾向が続いている。

個別的要因に変動はない。

住宅、店舗等の混在する地域であるが、賃貸物件がほとんど見受けられず、貸家需要が想定出来ない地域であるため収益価
格は試算しなかった。取引は自己使用目的が中心で収益物件所有を目的とした取引はほとんど見受けられず、市場参加者は
取引価格を指標に価格決定するのが一般的と思料される。よって、比準価格をもって鑑定評価額を上記の通り決定した。な
お、標準地及び指定基準地から検討した価格とも均衡を得ていると判断した。

［

［

住宅
ＬＳ２

住宅、店舗等の混在する地域として熟成しており、当面は現状維持で推移するものと予測する。なお、地価は下落傾向で推
移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 20,800円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

20,100

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

淡路 6

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+3.0

0.0

+4.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

淡路交通江井バス停
北西方 400m

淡路交通江井バス停
400m

(8)

南東3.5m市道

都計外

（その他）　　　　

特にない ３．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

141

( )

⑨法令上の規制等

台形
1.5:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

15.0  ｍ、　奥行　約 10.0  ｍ、　規模 150  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

20,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

21,900 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-3.8％ ％

107.1 ］

98.2［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 元 令和 元年 7月 8日　提出

宅地-1

0.0形状

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

20,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

淡路（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+8.0

0.0

-3.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

21,700 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

104.8 ］

96.8［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 31年 1月]

令和 元年 6月 28日 正常価格

令和 元年 7月 3日令和 元年 7月 1日

2,820,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 20,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.2

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は概ね淡路市の圏域に存する住宅地域である。需要の中心は圏内の居住者が大半を占め、圏外からの転入はほと
んどない。住宅、店舗等の混在する地域であり、需要者は地縁的選好性を有する個人等が散見される程度で、地域経済の低
迷が続いているため需要は依然として弱い。なお、中心となる価格帯については、取引が少なく、又、画地規模等の個別性
が強いため判定出来なかった。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

淡路（県） 12－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

淡路（県） －

基準地番号 提出先

12 兵庫県

所属分科会名

兵庫第4分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社　谷澤総合鑑定所　神戸支社

入田裕和



淡路市志筑字五反田２８４０番３２

店舗住宅併用地

県道沿いに小売店舗
等が建ち並ぶ商業地
域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 50 20 20 店舗住宅併用地

-

(都)(70,200)

景気は緩やかに回復しているが、淡路市では、人口の減少傾向、
高齢化の進行等から、商業地域の地価は下落傾向が続いている。

地域要因に特別な変動はない。

個別的要因に変動はない。

対象基準地は県道沿いに小売り店舗等が建ち並ぶ商業地域内に存するが、建物の規模・構造等に個別性が強く、地域の標準
的な賃料水準等の把握が困難であり、収益価格は相対的に精度が劣る。したがって、規範性のある取引事例により求めた比
準価格を重視し、収益価格は参考として、地価公示標準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

店舗兼住宅
Ｓ３

県道沿いに小売店舗等が建ち並ぶ商業地域であり、今後も現状のままで推移するものと予測する。地価水準は引き続き下落
傾向にあるものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 60,600円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

58,800

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

淡路 2

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

0.0

+20.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

淡路交通殿下バス停近
接

淡路交通殿下バス停
近接 

(8)

南西12m県道､南東側
道

(都)
(70,200)

（その他）　　　　
(80,200)

特にない １２ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

140

( )

⑨法令上の規制等

1.5:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

14.0  ｍ、　奥行　約 10.0  ｍ、　規模 140  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

61,100 円／㎡

39,600 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

69,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-3.1 ％ ％

121.2 ］

98.6［ ］ 104.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 元 令和 元年 7月 8日　提出

宅地-1

+4.0角地

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 31年 1月]

令和 元年 7月 1日 正常価格

令和 元年 7月 3日令和 元年 7月 1日

8,220,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 58,700 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

46,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は概ね淡路島全域の道路幅員及び連続性の良好な商業地域である。需要者の中心は、同一需給圏内の法人及び個
人事業者が多い。淡路市では、背後人口の減少及び高い高齢化率等により商業地に対する需要は低迷している。土地取引に
ついては、取引が少ない上、取引される画地規模や価格帯はまちまちであり、需要の中心となる価格帯は見い出せない状況
である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

淡路（県） 1－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

淡路（県） －5

基準地番号 提出先

1 兵庫県

所属分科会名

兵庫第4分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社　池田不動産鑑定所

池田富美夫



淡路市大谷字濱８４３番６

低層店舗併用住宅地

店舗、一般住宅が混
在する商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北25 10 100 50 低層店舗併用住宅地

-

（都）(60,200)

国内景気は緩やかな回復基調にあるが、淡路島内の景気は、島内
産業の不振や島外への人口流出等で依然として低迷している。

店舗、一般住宅が混在する国道沿い商業地域であるが、地域経済
の低迷や商圏人口の減少等で地価は下落傾向にある。

個別的要因に変動はない。

国道沿い商業地域であるが、取引は自用又は自用兼用目的が多く、市場参加者は現実の取引価格を指標に価格決定を行う傾
向にある。商業事業者向けの店舗需要はかなり弱いため、周辺の賃貸事例から適正な賃料水準を見出しにくく、収益価格は
相対的に精度が劣る。従って、市場動向を反映した実証的な比準価格を重視し、収益価格を関連付けて、鑑定評価額を上記
の通り決定した。なお、標準地から検討した価格とも均衡を得ていると判断した。

［

［

店舗兼住宅
Ｓ２

店舗、一般住宅が混在する商業地域として熟成しており、当面は現状維持のまま推移するものと予測される。なお、地価は
島内の需給動向が弱いため下落傾向で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 46,300 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

44,800

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

淡路 2

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

+53.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

淡路交通津名スポーツ
センター前バス停
南西 70m

淡路交通津名スポーツセ
ンター前バス停
70m

(8)

南東16m国道､背面道

（都）
(60,200)

（その他）　　　　

特にない １６ｍ国道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

212

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

45,200 円／㎡

33,500 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

69,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-3.2 ％ ％

153.0 ］

98.6［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 元 令和 元年 7月 8日　提出

宅地-1

0.0二方路

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 31年 1月]

令和 元年 6月 25日 正常価格

令和 元年 7月 4日令和 元年 7月 1日

9,500,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 44,800 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.2

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、淡路島全域に存する幹線道路及び準幹線道路沿い等の商業地域。需要者の中心は、圏域内の中小事業者及び
地縁性のある個人事業者が大半を占め、圏外からの転入は殆ど認められない。交通量の多い国道沿いに位置するが、少子高
齢化等の影響による淡路島全体における地域経済の低迷等もあり、需要は依然として弱い。なお、取引の中心となる価格帯
については、取引が少なく、又、画地規模等の個別性が強いため判定出来なかった。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

淡路（県） 2－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

淡路（県） －5

基準地番号 提出先

2 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

津村不動産鑑定所

津村　増男



淡路市郡家字カジヤ谷８４番５外

低層店舗併用住宅地

小売店舗、飲食店、
金融機関等のほか一
般住宅も見られる商
業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北70 30 80 20 低層店舗併用住宅地

-

都計外

高齢化が進み、人口も減少しており小売店舗の収益性は低下傾向
と見られる。特に既存商業地では衰退傾向が強く、需要は低迷し
ている。

西浦地区では幹線道路沿いに新規出店が若干見られるが、在来商
業地域は総じて衰退傾向で、外部からの需要はほとんど見られな
い。

個別的要因に変動はない。

賃貸物件は散見されるが賃貸市場が成熟しているとはいえず、地域の標準的な賃料水準や経費率の把握が困難であることか
ら、収益価格は相対的に精度が劣る。また、賃貸物件を建築する目的で土地を購入するケースは見られず、自己使用目的の
取引が支配的である。したがって、比準価格を標準に収益価格を比較考量するとともに、地価公示標準地との検討を踏まえ、
鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

店舗兼住宅
Ｓ２

市街地中心部を縦走する街路沿いの旧来からの商業地域であるが、商業中心が幹線沿いの大型店に移りつつあることからや
や衰退傾向にある。地価水準は下落傾向が続くものと思料する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 38,300円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

36,500

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

淡路 3

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

0.0

-10.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

淡路交通郡家バス停
南西 200m

淡路交通郡家バス停
200m

(8)

南西10m市道

都計外

（その他）　　　　

特にない １０ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

163

( )

⑨法令上の規制等

台形
1:2.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

9.0  ｍ、　奥行　約 17.0  ｍ、　規模 150  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

38,000 円／㎡

27,900 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

34,100 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-5.0％ ％

91.8 ］

98.2［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 元 令和 元年 7月 8日　提出

宅地-1

0.0形状

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 31年 1月]

令和 元年 6月 13日 正常価格

令和 元年 7月 5日令和 元年 7月 1日

5,930,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 36,400 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、淡路島内の淡路市を中心する飲食店や物販店の見られる既成の商業地域。想定される需要者は同一需給圏内
に地縁性をもつ事業者が中心と考えられる。警察署や郵便局などの官公署や金融機関が比較的集中した地域ではあるが、地
域経済の低迷、人口の減少及び高齢化等により需要は弱い状態が続いている。商業地域の取引自体が少なく、画地規模、取
引事情等により取引価格は様々であるため、需要の中心となる価格帯は見いだせない状況である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

淡路（県） 3－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

淡路（県） －5

基準地番号 提出先

3 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

桑名事務所

桑名　玉樹



淡路市久留麻字宮ノ前１１番外

低層店舗兼共同住宅地

国道沿いに店舗、事
務所等が建ち並ぶ路
線商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 30 80 80 低層店舗兼共同住宅地

-

(都)(70,200)

淡路市は高齢化、人口減少等により小売店舗の収益性は低下気味
で、商業地需要も低迷しており地価は総じて下落傾向にあった。

地域要因は変動はないが、一般的要因のマイナス傾向下にあり新
たな商機を見込める状況にはなく、実需不足で地価は引き続き下
落した。

個別的要因に変動はない。

地域内の利用状況を勘案のうえ店舗兼共同住宅を想定し収益価格を求めたが、利用形態が多様な路線沿いの地域で想定内容
はやや説得性に欠ける。また、自己使用目的の取引がより支配的とみられる地域でもあるので、商業地域ではあるが比準価
格をより重視し収益価格を比較考量して、鑑定評価額を上記のとおり決定した。また、当該評価額は下記（８）の規準結果
と均衡を得ている。

［

［

店舗兼事務所
ＲＣ３

当該地域は店舗・事務所等が建ち並ぶ路線商業地域で、急速な変化はみられず当分現状維持するものと予測する。商業地需
要は低迷しており地価は引き続き下落傾向にあるものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 57,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

55,800

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

淡路 1

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

0.0

+4.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

淡路交通東浦総合事務
所前バス停
南方 120m

淡路交通東浦総合事務所
前バス停
120m

(8)

西18.5m国道

(都)
(70,200)

（その他）　　　　

特にない １８．５ｍ国道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

1,006

( )

⑨法令上の規制等

台形
1.2:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

35.0 ｍ、　奥行　約 30.0  ｍ、　規模 1,000 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

56,500 円／㎡

38,400 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

58,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-3.5％ ％

103.0 ］

98.2［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 元 令和 元年 7月 8日　提出

宅地-1

0.0形状

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 31年 1月]

令和 元年 6月 3日 正常価格

令和 元年 7月 3日令和 元年 7月 1日

55,800,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 55,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は概ね淡路島内の路線商業地域で、想定される需要者は地縁性のある個人事業者等とみられる。背後人口の減少
等から商業収益は縮小傾向で、小売店舗の経営環境は一段と悪化しており、新たな出店機会は限られるため業務需要は低迷
している。一方、供給はほぼ既存の宅地であるが、路線に介在する低・未利用地は多く閉鎖店舗も散見される等過剰気味と
みられる。したがって、取引自体は少なく中心となる価格帯を形成する状況にはない。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

淡路（県） 4－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

淡路（県） －5

基準地番号 提出先

4 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４

業者名

印不動産鑑定士氏名

野島不動産鑑定事務所

野島準一



淡路市中田字大谷口２９５７番４

工場兼倉庫地

倉庫、工場が多く、
店舗も散在する地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 30 100 100 工場兼倉庫地

-

(都)(70,200)

上記のとおり市内では業務需要全般が縮小傾向にあるなか、工業
系需要には改善の兆しがなく地価は下落傾向にあった。

地域要因に格別の変動はないが、一般的要因の影響下にあり地価
は引き続き下落した。

個別的要因に変動はない。

取引が少ない工業地域であるので代替可能性の観点から事例の収集範囲を広域に求め適切に補正のうえ比準価格を求めた。
また、自用取引が支配的な地域で貸工場等の合理的な想定が困難であるので収益価格は試算せず、比準価格をもって鑑定評
価額を上記のとおり決定した。また、下記（８）は周辺地域内ながら路線沿いの立地で価格牽連性が認められる標準地を採
用した規準結果で、上記評価額は同結果との均衡を得ている。

［

［

工場兼倉庫
Ｓ２

倉庫・工場等を主として店舗・営業所等が介在する郊外幹線道路沿いの地域で、急速な変化は見込めず当分現状維持するも
のと予測する。工業系需要は低迷が続いており地価は当面下落傾向にあるものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 34,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

32,400

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

淡路 4

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

淡路交通中田バス停
北西方 80m

淡路交通中田バス停
80m

(8)

北東8.5m県道､三方
路

(都)
(60,200)

（その他）　　　　
(70,200)

特にない ８．５ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

785

( )

⑨法令上の規制等

1.2:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

30.0 ｍ、　奥行　約 25.0  ｍ、　規模 750 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

32,500 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

33,300 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-4.4％ ％

103.0 ］

98.2［ ］ 102.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 元 令和 元年 7月 8日　提出

宅地-1

+2.0三方路

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 31年 1月]

令和 元年 6月 3日 正常価格

令和 元年 7月 3日令和 元年 7月 1日

25,500,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 32,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は工場・倉庫等の立地に適した中小工場地域を中心とした淡路島内の地域一円。需要者の中心は製造または流通
業等を営む事業者とみられる。過疎化等から事業所の集約・撤退等もみられ業務需要全般が不足気味に推移している。一方、
供給も概ね既存の空施設等に限られており取引自体は低調である。当該状況から典型的な需要者を想定した中心となる価格
帯を形成できる市場の状態にはない。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

淡路（県） 1－9

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

淡路（県） －9

基準地番号 提出先

1 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４

業者名

印不動産鑑定士氏名

野島不動産鑑定事務所

野島準一


